














































凶?50万円未満 50万円以上 l，O川円以上 l億円以上 10億円以上 メι1泊、 五十 構成比 l1，00万円未満 Hff.円未満 10億円未満
社 杜 社 社 株 株 % 
株式会社 422，936 174，291 233，577 15，083 2，446 848，333 55.0 
有限会社 523，089 87，507 31，386 75 3 642，060 41. 7 
合名会社 6，089 647 456 7 7，199 0.5 I 
合資会社 29，681 3，096 2，071 14 34，862 2.3 i 
その i也 4，283 1，633 2，826 97 6 8，845 0.6 
メ口入 計 986，078 267，174 270，316 15，276 2，455 1，541，299 100 
% 64.0 17.3 17.5 1.0 0.2 












































資本金別 利益法人 欠損法人 ノ口人 日十 欠損法人の割合
100万未満 76，312 125，006 201，318 62.1 
100万~ 129，011 198，700 327，711 60.6 
200万~ 199，938 257，111 457，049 56.3 
500万~ 139，641 127，533 267，174 47，7 
1，000万~ 94，784 64，811 159，595 40.6 
2，000万~ 58，441 31，377 89，818 34.9 
5，000万~ 13，779 7，124 20，903 34.1 
1億円~ 9，010 4，362 13，372 32.6 
5億円~ 1，269 635 1，904 33.4 
10億円~ 1，266 516 1，782 29.0 
50億円~ 267 84 351 23.9 
100億円~ 260 62 322 19.3 
メ口入 計 723，978 817，321 1，541，299 53.0 
l億円以下 711，906 811，662 1，523，568 53.3 





































区 分 市町村均等割 道府県均等割
5従0業人只数超
円 円
資本等の金額が 50億円を超える法人 3，000，000 750，000 
資本等法の金額が10億円を超え50億円以
下の 人 5従0業人貝数超 1，750，000 500，000 
資本等の金額が 10億円を超える法人 5従0業人以貝数下 400，000 




円以下の人 5従0業人以貝数下 120，000 30，000 
資本等の金額が 1，000万円以下の法人 5従0業人員数超 120，000 10，000 
























































































(注 5) 6) 
Magill)，へラルド・グロープス (HaloldM. Groves)，ジェイムス・ブキャナ
(注 7) 
ン(James M. Buchanan)の諸説を，後者については， 1920年ドイツ「法人
(注 8) 
税法草案理白書」や， トーマス・アダムス (ThomasS. Adams)， ノfウル・
(注 9) 10)



























































































資 本 区 分 上場区分 持株区分
資本金(負lfiE;円10超億円以上を含むO) 
上場会社 O 非同族会社 O 
非上場会社 × 同族会社~
上場会社 O 非同族会社 O 




































「収益の計上J 1"現金収入J + 1"将来の収入権利の発生」






























































































































































事 項 公開(本質的)株式会社 非 公 開 株 式 会 社
a株式の譲渡制限 できない。 できる(五 1)。
b株式の不発行 商き法 226条の 2による場合)。を除 定4款)。で定めるこのができる(五
できない(現行どおり
C新 株 発行 取り締)。役会決議による(現行どお 株主総会決議による(六 1)。
d株主の新株引受権 法定しない(現行どおり)。
法つる定)ど株す(六王る2総()会そのの排特別除決に議は，を要そのす












K株明主請求の総権会・監外督の権説 現行どおり 強化(三 4・四 7・七10等)。





























































































































(注 1)企業会計 vol.N o. 7 P. 13稲葉威雄法務省民事局参事官
(注 2)租税特別措置法第42条により，昭和59年 4月1日から昭和61年 3月31日までの聞
に終了する事業年度については， 42%が43.3%に， 30%が31%に引き上げられている。
454 
(注 3)税経通信 vol.39 No. 13， 14， Vo1.40 No. 1富岡幸雄(中央大学教授・商学博士)
(注4)シャウプ使節団・日本税制報告書，第 1巻105-106ページ。
(注 5) Roswell Magil1， The Impact of Federal Income Tax， 1943， Chap. IV. 
(注 6) Harold M. Groves， Postwar Taxation and Economic Progress， 1946， pp. 
23-24. 
(注 7) J ames M. Buchanan， The Public Finance -An Introductory Textbook， 
1965， pp. 328・329.
(注 8)Thomas S. Adams. The Taxation of Business， 1917， pp. 185-194. 
(注9) Paul Studenski， "Toward a Theory of Business Taxation"， J ournal of 
Political Economy， Vol. XL vm No. 5， 1940， pp. 629.654. 
(注目)Gerhard Co1m， "Conflicting Thories of Corporate In come Taxation" Law 
and Contenporary Problems， Vol. VI No. 2 1940. 
(注11)Richard Goode， The Corporation Income Tax， 1951. 塩崎潤訳 rR・グー
ド原著・法人税」中央経済社，昭和34年31-45ページ。
